
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 13

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,410 15 37,179 2 3 3

生涯学習課長
市澤　信明

□ □ （ 人 ） （ 事 業 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,015 15 40,564

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 事 業 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 114,335 14 41,837

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 事 業 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

27 1 27 3 5 4

生涯学習課長
市澤　信明

■ □ （ 団 体 ） （ 件 ） （ 団 体 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 26 1 26

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 団 体 ） （ 件 ） （ 団 体 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 26 1 26

近隣市
状況

■ □ ■ □ □ （ 団 体 ） （ 件 ） （ 団 体 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

未把握 72 未把握 － 4 －

生涯学習課長
市澤　信明

□ □ （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ 団 体 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 未把握 79 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ 団 体 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 未把握 78 未把握

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ 団 体 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

68 68 60 5 3 4

障害福祉課長
後藤　寿之

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 76 68 45

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 68 63 47

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

2,288 2,423

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

有効性 効率性 達成度

達成度

対象 社会教育活動団体

社 会 教 育
活動団体

保 険 加 入
団体数

加 入 し て
い る 団 体
の割合

手段
・

内容
主催者賠償責任保険の実施

127 2,004 2,131

有効性 効率性

評価：本事業を実施することで、社会教育活動を行
うにあたり、主催者や指導者が安心して活動できて
いる。

127

132 132

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

その他

要綱等

意図
社会教育活動団体の主催者が
安心して活動できるようにす
る。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

135

2,6092,477

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）小平市

135

900

13-01-03

生涯学習課
生涯学習係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（市）東久留米市社会教育活動主催者賠償責任保険取扱要領

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

方向性：社会教育活動中の事故等については、本
来、それぞれの団体が責任を持つものであり、市が
負担すべきものではないため、今後は廃止の方向で
検討していきたい。

主催者賠償責任保
険事業

要綱等

給付
事業

□ 該当

3,299

清瀬市 西東京市

生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律
（市）平成26年度東久留米市生涯学習活動費補助金交付要綱

900 900 1,850 2,750

有効性 効率性 達成度

■ 該当

事業件数
文 化 協 会
加 盟 団 体
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性生涯学習活動団体（文化協

会）

文 化 協 会
加 盟 団 体
数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容
補助金の交付

要綱等

要綱等

13-01-02

生涯学習課
生涯学習係

根拠
法令
等

補助
事業

文化協会活動支援
事業

給付
事業

□

社会教育法
対象

平成26年度東久留米市生涯学習活動費補助金
交付要綱

13,061

方向性：市民主体の生涯学習活動の振興が図られて
おり、経費削減の面からも十分効果が見られるた
め、今後も継続していく方向である。

前年度において

示した方向性

有効性

18,975

7,031

3,696

効率性 達成度

評価：市内文化団体への補助により、市民の生涯学
習活動の充実を図ることは、文化活動の継続・発展
にもつながっている。

6,205

13-01-01

自主的
生涯学習課
生涯学習係

生涯学習委託事業

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

該当

根拠
法令
等 社会教育法

生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

1,745 626

意図

西東京市

900 2,399

その他（　　　　　　　  ）

市民数
（ 4月 1日
現在）

その他（　　　　　　　  ）

義務的

方向性：障害者総合支援法に基づく事業で、今後も
継続する必要がある。負担率は国1/2、都1/4、市
1/4となっている。

評価：平成25年度より手話奉仕員等の養成について
は、障害者総合支援法により区市町村の必須事業と
なったため、自治体が担わなければならなくなっ
た。25年度は、手話通訳登録者2名が誕生した。

該当

意図
生涯学習活動団体の育成を図
る。

小平市 東村山市

自主的

指定管理 その他（　　 補助金 　  ）

900

義務的 努力義務的

努力義務的

対象

方向性：市民の文化向上と情操教育の育成、市民相
互の親睦を図るという目的も十分達成されており、
事業等を委託した今は、補助金のあり方を更に見直
す必要がある（補助金の増額か、事業費等の増額に
よる事務局体制の充実を図る必要がある）。

手段
・

内容

13,005

12,770

事業数
延 べ 参 加
人数

市民

成人、青少年、障害者、障害
児を対象とした各種生涯学習
事業をＮＰＯ法人東久留米市
文化協会へ委託して実施す
る。
成人式、市民文化祭等。

市民へ様々な生涯学習事業を
提供することで、各事業を通
じて生涯学習の推進を図る。
また、市民により組織された
団体への委託により、市民主
体の生涯学習振興を実行す
る。

13,061

12,770

13,005

生涯学習活動の充実

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 13-01子どもの未来と文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 生涯学習の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

900 2,796

現状維持

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：事業委託を行うことは、職員数の削減その他
経費の削減が図られ、近年の財政状況を考慮しても
正しい選択であると考える。また、市民の生涯学習
意識の高揚、市民による主体的な生涯学習の推進に
つながっている。

20,092

6,475 19,480

給付
事業

手話を通して聴覚障害者や障
害者の理解を広める。

指定管理

13-01-04

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市内在住・在勤者で手話を学
ぼうとしている者

障害者総合支援法、地域生活支援事業実施要綱

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

入門（３０回・５０人）、基
礎（３０回・３０人）、応用
（３０回・２０人）、実践
（３５回・１５人）の４クラ
スを設け、講習会を開催し
た。また、合同講演会も２回
開催した。

手話通訳者養成事
業

要綱等

□ 該当

要綱等

意図

494 1,993

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

申 込 者 の
数

受 講 者 の
数

講 習 会 修
了者の数

313 806 490 2,235

507 2,168

小平市 東村山市 清瀬市

1,661 596 298 767

1,499 542 271 686

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 13

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

生涯学習活動の充実

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 13-01子どもの未来と文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 生涯学習の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

7 7 100 3 3 3

障害福祉課長
後藤　寿之

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

東久留米市手話通訳者研修会補助金交付要綱 □ 特財の廃止（予定含） 6 6 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 6 6 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

10 5 1 3 3 3

生涯学習課長
市澤　信明

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 10 3 1

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 10 3 1

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,410 75 250 3 3 3

生涯学習課長
市澤　信明

□ □ （ 人 ） （ ペ ー ジ ） （ 部 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,015 74 250

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ ペ ー ジ ） （ 部 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 114,335 74 250

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ （ 人 ） （ ペ ー ジ ） （ 部 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,410 348 158,793 3 2 3

生涯学習課長
市澤　信明

□ □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,015 346 158,067

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 ■ □ 114,335 345 163,875

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

13-01-08

生涯学習課
生涯学習係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

生涯学習センター
管理運営事業

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

85,349

給付
事業

□

対象 市民

33,000

前年度において

示した方向性

□

評価：平成22年度の指定管理者制度導入と同時に、
貸出し区分の増加や施設整備等を実施した。
　利用者懇談会を年2回開催し、より市民のニーズ
に合った事業を展開している。年々、利用者数や収
入面において効果が表れていることもあり、評価で
きる。

83,162

社会教育法
（市）東久留米市生涯学習センター条例、及び同施行規則

86,465 52,465

市民数
（ 4月 1日
現在）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

意図

37,000

該当

達成度

対象 市民

市民数
（ 4月 1日
現在）

ページ数

関 係 公 共
機 関 ・ 委
員 等 へ の
配布数

手段
・

内容

生涯学習関係の一年間の事業
を冊子としてまとめた「社会
教育のあらまし」の発行

468 1,388 1,856

有効性 効率性

評価：文化・スポーツ、文化財、図書館など生涯学
習事業の報告及び記録を残すことは、後々の生涯学
習事業を展開していく上で貴重なデータとなり、重
要な事業となっている。

468

475475 1,438

東村山市

東久留米市立生涯学習セン
ター（旧東久留米市立中央公
民館）の管理運営を民間事業
者である指定管理者へ委託
し、施設貸出し業務及び各種
自主事業等を行う（平成22年
度より指定管理者導入）。

方向性：平成２６年度末で現在の指定管理者の指定
管理期間が終了するが、利用者数、事業数、経費等
においても十分な成果が出ているため、今後も継続
して指定管理制度を導入していく。

努力義務的

有効性 効率性 達成度

その他（　　　　　　　  ）

現状維持
28年度以降

方向性

清瀬市

89,020

西東京市

開館日数

91,630

現状維持

小平市

48,349 3,671

自主的

要綱等

13-01-06

生涯学習課
生涯学習係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

社会教育委員の会
議運営事業

給付
事業

□

対象

その他（　　　　　　　  ）

13-01-07

生涯学習課
生涯学習係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

根拠法令なし

34,000

50,162 3,755 86,917

方向性：冊子での配布を最小限にすることで予算を
削減し、かつ、市ホームページに掲載することで、
誰もがいつでも閲覧できるよう、拡大を図る予定で
ある。指定管理 その他（　　　　　　　  ）

481481 1,339 1,820

延 べ 利 用
者数

5,165

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

社会教育のあらま
し事業

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

要綱等

意図
社会教育の振興を図るため、
社会教育に関する諸計画の立
案及び調査研究を行う。

小平市

305

東村山市 清瀬市

社会教育委員

要綱等

小平市

意図
一年間の事業報告として作成
し、記録として残す。

指定管理

自主的

該当

西東京市
その他（青梅市、昭島市、
　　　　東大和市等）

東村山市 清瀬市

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

社 会 教 育
委員数（4
月 1 日 現
在）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容
会議の開催

方向性：社会教育法でも、社会教育委員の設置につ
いて明記されているものであり、今後も引き続き、
社会教育の振興のために諸計画の立案及び調査研究
を行っていく。

290 3,281

3,196 3,501

前年度において

示した方向性

1,913

現状維持
28年度以降

方向性
拡大

2,991

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

社会教育法、（市）東久留米市社会教育委員の設置に関する条例、
（市）東久留米市社会教育委員会議規程

403 403 3,084 3,487

有効性 効率性 達成度

□ 該当

会 議 の 開
催数

検討件数

290

現状維持
28年度以降

方向性

評価：社会教育の振興に資するため、社会教育に関
する諸計画の立案及び教育委員会の諮問機関とし
て、社会教育法及び市条例により設置している。
　東京都市町村社会教育委員連絡協議会を通じた他
自治体との情報交換を行ったり、学校支援について
検討するなど、重要な事業になっている。

305

努力義務的

指定管理 その他（補助・助成金 ）

90 28 14 48 13

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

要綱等 人件費の削減の他、民間のノ
ウハウを活かした管理運営を
行なうことで、より質の高い
住民サービスを提供し、市民
の生涯学習活動の推進に寄与
する。

90 33 16 41 13 103

給付
事業

□

13 103

市 登 録 手
話 通 訳 者
の数

研 修 会 参
加者の数

技 術 向 上
し た 通 訳
者 の 割 合
（ 技 術 向
上 し た 通
訳 者 ／ 研
修 参 加
者）

障害者総合支援法
東久留米市手話通訳者研修会補助金交付要綱

90 33 16 41

達成度

■ 該当

該当

要綱等

評価：手話通訳の派遣事業については、障害者総合
支援法により区市町村の必須事業となったため、登
録通訳者の研修においても自治体が担う必要が生じ
た。
 


方向性：障害者総合支援法に基づく事業で、今後も
継続する必要がある。負担率は国1/2、都1/4、市
1/4となっている。

103

13-01-05

障害福祉課
福祉支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市登録手話通訳者

補助
事業

意図 手話通訳者の技術向上

手段
・

内容

研修会費①講演会１８，００
０円×５回を東久留米市登録
手話通訳連絡会から補助金申
請が提出され、９０，０００
円を補助金として交付。年度
終了後、実績報告を提出して
もらう。

登録手話通訳研修
会事業

要綱等

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 13

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

生涯学習活動の充実

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名 13-01子どもの未来と文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 生涯学習の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,410 2 3,178 3 3 3

生涯学習課長
市澤　信明

□ □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,015 2 3,138

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 114,335 2 2,637

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1 3 206,076 3 3 3

企画調整課長
森山　義雄

□ □ （ 施 設 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1 3 208,999

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 施 設 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 1 3 181,715

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 施 設 ） （ 回 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

54,796 9 277 1 3 2

企画調整課長
森山　義雄

□ □ （ ） （ 回 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 55,079 10 483

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 55,513

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

方向性：市民のニーズが高い事業ではあるが、いつ
まで、どの程度の支援を行うか、検討の必要があ
る。

指定管理 その他（ 実行委員会形式 ）

1,678 1,678

子どもまつり・障
害児のつどい支援
事業

要綱等

0

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

実行委員会への人的補助をす
ることで、市民との協働によ
る生涯学習の推進を実行して
いく。

小平市 東村山市 清瀬市

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
市民
（障害児のつどいについては
障害児及びその家族）

市民数
（ 4月 1日
現在）

実施日数 参加者数

手段
・

内容

子どもまつり、障害児のつど
い（ポカポカはるのつどい）
共に、市民の自主組織である
実行委員会がそれぞれの事業
を実施する。
市は用具の運搬等、その補助
を行う。

1,619 1,619

有効性 効率性

評価：参加者も年々増加しており、予算がない中、
実行委員の努力で毎年大きな事業を開催しているこ
とは評価できる。

0

前年度において

示した方向性

1,640 1,6400

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

13-01-09

生涯学習課
生涯学習係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

根拠法令なし

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（負担金 ）

0

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

実 施 プ ロ
グラム数

参 加 児
童 ・ 生 徒
数（圏域5
市）

前年度において

示した方向性
現状維持

多摩北部広域子ども体験塾実行委員会規約
440 440 117 557

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

東京都市長会、東京都町村会及
び自治調査会による39市町村共
同事業助成事業の一環であり、
当市は小平市、東村山市、清瀬
市、及び西東京市並びに多摩六
都科学館組合をもって構成する
実行委員会に参画している。持
ち回りによる委員長市に対し負
担金を支出し、意図するプログ
ラムを企画、実施している。

評価：
 本事業は、子どもを対象とした高度で大規模な感動体験を提供する
ものである。
　26年度は西東京市が委員長市であり、圏域５市の企業見学や多摩六
都科学館において子供たちを対象に３Ｄプリンタの体験ワークショッ
プを行った。特にワークショップは最先端のものづくり技術の体験と
いうこともあり大変好評であった。
　企画内容により、募集できる人数に変動があるため、一概に有効性
で判断できない側面がある。

13-01-11

企画調整課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
圏域に在住・在学の児童・生
徒

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

多摩・島しょの魅力を高める
事業であって、子どもを対象
とした高度で大規模な感動体
験を提供する。

小平市 東村山市 清瀬市

13-01-10

企画調整課
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

多摩六都科学館事
業

給付
事業

□ 該当

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

要綱等

要綱等

小平市

自主的

政 策 的(改正実施年度　　年度)

努力義務的

補助
事業

多摩北部広域子ど
も体験塾事業

70,405

有効性 達成度効率性

69,122

要綱等

436

児 童 ・ 生
徒 数 （ 圏
域5市） 436 122 558

方向性：
　継続。近隣５市および多摩六都科学館で実行委員
会を組しており、市独自の方向性を示すことは難し
い。

69,000

清瀬市東村山市

現状維持
28年度以降

方向性

多摩六都科学館組合規約

指定管理 その他（一部事務組合 ）

71,721 1,953 69,768 118 71,839

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

1,410 67,590

対象 来館者

施設数

現状維持

意図
科学を体験し、親しみを持っ
てもらう。

70,288

手段
・

内容

組合事業として科学館展示、
プラネタリウム、学習教室や
出前授業等の実施。市として
管理運営費を負担するほか、
科学館議会への議員選出、理
事会への参加、事務連絡協議
会への出席、広報等に関する
事業協力を行なっている。

方向性：
　継続。近隣５市の総意により構成されている一部
事務組合であり、市独自の方向性を示すことは難し
い。

理 事 会 開
催数

122

68,911 117

来 館 者 の
対 前 年 増
加数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
 多摩六都科学館の財政健全化に向け、平成24年度
からの指定管理者制度導入など、民間の力を活用し
た経営への移行を図っている。来館者数について
は、平成26年度は微減しているものの、平成23年度
約16万人・平成22～21年度約15万人・平成20～19年
度約14万人という状況と比較すると順調に来館者は
増加しており、一部事務組合における継続的な経営
努力が認められる。

1,377

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


